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AI 生成コンテンツは誤りを含む可能性があります。]（記入例）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式１　協働創出事業提案書


私は、ＣＳＯ・企業提案型協働創出事業実施要領Ⅵ（２）のいずれにも該当しないことを宣誓し、下記のとおり提案をします。



（記入例）
	提出先
	　〇△県□×△〇課

	提出日
	　令和　8　年　〇　月　〇　日





	ふりがな
	さがけんまるまるまるまる

	団体・企業名
	佐賀県〇〇〇〇

	ふりがな
	だいひょうりじ　　　　　　きょうどう　つくる

	代表者名
	役職名　代表理事　　　　氏　名　　　協働　創

	団体・企業の住所又は
所在地
	〒　　840-8570

佐賀県佐賀市城内1丁目1-59


	
	ＴＥＬ
	0952-25-7374

	団体・企業の設立年月日
	1979年12月22日

	会員・従業員数
	15人

	団体の主な
事業内容・活動内容
	誰もが安心して出かけられる社会づくり

	担当者名・連絡先
	ふりがな
	しいえ　すおう

	
	氏名
	志家　寿生

	
	ＴＥＬ
	0952-25-7374

	
	E-mail
	kenminkyoudou@pref.saga.lg.jp

	※窓口となった
 中間支援組織
	団体名：　　ｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘ

	
	担当者名：　ｘｘｘｘ　ｘｘｘｘ

	
	TEL：　xxxx-xx-xxxx

	
	E-mail: xxxxxxxxx@xx.xx

	1.提案事業名
	「さがすたいる」のやさしさ拡大事業

	2.協働したい部署
	県民協働課

	3.解決したい課題
	当事者の「外出への不安」や情報の不足による機会損失

	4.事業効果
	☐①住民満足度の向上　　☐②行政業務の効率化　　☒両方
（向上について具体的にご記載ください）
①バリア・不安が解消され県民の安心して外出しやすい体験が増える
②現場支援や情報収集をCSOが行うことで補助制度や出前研修が効果的に広がる

	5.対象地域・対象者
	県内全市町、全県民

	6.事業内容
	①既に“やさしさの実装”が進んでいる店舗・施設に対して「周辺地域へ波及するための伴走支援」を行う
　・事例をモデル化し周辺の５店舗以上へ紹介する
　・周辺店舗同士の勉強会の実施（対応・設備の工夫を共有）
　・「声掛け」や「困りごと対応」をわかりやすく整理して掲示
②「さがすたいる地域サポーター」の育成
　・短期講座でサポーター認定を行い地域毎にチーム制で活動。SNS投稿やレポートを
　　行う。
③地域イベントと連動した外出体験の創出

	7.協働の必要性
	・行政の発信力と当団体の現場力による広域的波及効果が期待される。
・「さがすたいる」及びさがすたいるのロゴを使用したい
・現場に細かく入り込む行政現場のマンパワー不足解消
・上記により広域的な発信力が強化され、行政の後援により当団体の事業信頼性が担保される。
（※協働だからこそできる理由、行政だけでは難しい理由、協働により生じる追加価値等箇条書きで具体的に）

	8.効果

	（住民　または　行政にとっての協働メリットを具体的に）
（住民）
行きやすい店舗・施設が増えることで安心して外出できるようになる。
イベントや公共の場へ参加しやすくなる。
（行政）
現場をCSOに委ね行政が制度作りや広報に集中することで個別支援の負担が大幅に減る。
CSOが現場をまわることで行政職員には話し難いリアルな声の回収が可能になり政策改善につながる。

	9.役割分担
	（貴団体が担う役割）
・さがすたいるの理念を広域的に波及させる現場活動

	
	（県・市町に望む役割）
・「さがすたいる」の名称及びロゴの利用許可
・当団体活動への名義後援

	
	協働の形態
	☐協働型委託　☐共催　☐補助　☒後援　　☒事業協力
*委託等行政に予算措置を提案される場合は別途概算予算書の作成をお願い致します。


（１）提案が採択された場合、上記１から9の項目は全て公表します。
（２）上記の欄は全て必須項目となります。ただし、中間支援組織を介さない場合は、「※印欄」の記入は不要で
す。
（３）記入欄が不足する場合は、別紙に添付してください。
（４）お預かりした個人情報は、提案内容への回答のためにのみ使用し、ご本人の承諾なしに第三者に提供する
ことはありません。

概算予算書＜記入例＞
（区分、金額、積算根拠の記載があれば別フォーマットでも可）


	区　分
	見積額（単位：円）
	積算根拠

	
	
	単価（円）
	数量
	内容

	人件費
	120,000
	1,500円×8時間
	10日
	○○スタッフ

	
	120,000
	2,000円×4時間
	15日
	△△スタッフ

	通信費
	12,000
	1,000円/月
	12カ月
	固定IP契約料

	旅費
	18,000
	30円×50KM/月
	12カ月
	

	印刷費
	3,000
	15円
	200枚
	説明会資料印刷

	使用料
	43,000
	43,000円/3時間
	
	会場使用料

	事業費計
	316,000
	
	
	

	管理費
	31,600
	
	
	10％

	小計
	347,600
	
	
	

	消費税
	34,760
	
	
	10％

	計
	382,360
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